
施策目標９－４－１

平成２９年度実施施策に係る事前分析表

（文部科学省 29-9-4）

施策名 安全・安心の確保に関する課題への対応

施策の概要

安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、｢新たな地震調査研究

の推進について｣（平成 21 年 4 月、平成 24 年 9 月改訂）や｢研究開発計

画｣（平成 29 年 2 月）第 4章、「災害の軽減に貢献するための地震火山観

測研究計画の推進について（建議）」（平成 25 年 11 月 8 日）等に基づき、

自然災害や重大事故等から国民の生命及び財産を守るための研究開発等

を行い、これらの成果を社会に還元する。

達成目標１ 地震調査研究を推進し、成果を活用する。

達成目標１の
設定根拠

地震防災対策特別措置法第 7 条 1 項に基づき文部科学省に設置された地震調査研究推進本部では、
地震調査研究の基本的な方針となる「新たな地震調査研究の推進について」を定めており、この内
容に基づき、達成目標を設定した。

測定指標
基準値 実績値 目標値

- 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 31 年度

①長期評価を行った断
層帯数【累積値】

- 33 36 36 60 84 161

年度ごとの
目標値

13 33 36 51 66

目標値の
設定根拠

予めその地域でどのくらいの数の活断層を評価できるか、正確な数は見込めないも
のの、少なくとも既に評価されている主要活断層は、地域評価の際に再評価される
予定であるので、既に評価されている活断層の数を、地域での評価されるべき対象
の最低数と考え、前年度の実績値に最低数を加えたものを目標値と設定した。

指標の根拠 -

測定指標
基準値 実績値 目標値

- 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

②国が設置した海底地
震津波観測網のデータ
を用いて、自治体や民
間企業との共同研究協
定等の締結件数【累積
値】(件)

- 0 3 7 9 9 11

年度ごとの
目標値

0 3 4 9 11

目標値の
設定根拠

地震計・水圧計などのリアルタイムデータは、自治体や民間企業との共同研究に
よる個々の目的に合ったデータ活用等をとおして、直接的に防災対策に貢献す
る。目標値についてはデータの提供状況に合わせ設定した。

指標の根拠 -

測定指標
基準値 実績値 目標値

- 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 31 年度

③確率論的地震動予測
地図の分かりやすさに
関する web アンケート
において、「とても分

- 68.0 68.9 77.1 64.4 61.5 75

年度ごとの
目標値

- - - 74.4 69.6



施策目標９－４－２

かりやすい」「まあ分
かりやすい」の割合
【合算】

目標値の
設定根拠

地震本部では地震動予測地図をはじめとする成果の普及を図ることとしており、普
及方策を検討する上で本調査は重要であることから成果指標の一つとした。本調査
において割合がどの程度得られていれば地震動予測地図が分かりやすい、というよ
うな社会的な指標が存在しないため、目標値は過去 5年間の割合の平均値とした。
アンケートは一般国民 2,000 人を対象として実施している。

指標の根拠

分母：調査実施会社の登録モニターによるインターネット調査に回答した、全国の
16 歳以上の男女 2,000 人（地方別人口比に沿ってサンプリング）
分子：確率論的地震動予測地図について、「とても分かりやすい」と評価した人数と
「まあ分かりやすい」と評価した人数の合計

施策・指標に関するグラフ・図等

-

達成手段
（事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
AP との関係

平成 29 年度行政事
業レビュー事業番号

地震防災研究戦略プロジェクト
（平成 23 年）

731
（1,180）

－ 0254

地震調査研究推進本部
（平成 8年）

1,024
（1,042）

－ 0255

海底地震・津波観測網の運用
【9-2 の再掲】
（平成 18 年）

1,061
（1,061）

－ 0240

データプラットフォーム拠点形
成事業(防災分野)

～首都圏を中心としたレジリエ
ンス総合力向上プロジェクト～

【9-2 の再掲】
（平成 29 年度）

397
（-）

－ 新 29-0023

国立研究開発法人防災科学技術
研究所運営費交付金に必要な経

費
（平成 13 年度）

7,100
（7,021）

－ 0256

国立研究開発法人防災科学技術
研究所施設整備に必要な経費

(平成 13 年度)

0
（3,311）

－ 0257

達成手段
（独立行政法人の事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
事業の概要

国立研究開発法人
防災科学技術研究所

防災科学技術に関する諸事業
（平成 13 年度）

7,100
（7,021）

地震・火山・気象・土砂・雪氷災害等による被害の軽減に資す
る研究開発、災害に強い社会の形成に役立つ研究開発及び分
野横断的な研究開発を推進する。さらに、国や地方公共団体等
が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニー
ズに柔軟に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果
を創出する。
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国立研究開発法人
防災科学技術研究所

防災科学技術に関する施設設備
（平成 13 年度）

0
（3,311）

地震観測網の維持・更新、火山観測網の整備、ゲリラ豪雨等の
早期予測のための次世代観測・予測システムの整備、雪崩・吹
雪等の予測の高度化のための降雪観測機器等の整備を行うと
ともに、実物大の構造物に実際の地震と同様の揺れを加える
実験を行う「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェン
ス）」について、ガスエンジンの老朽化対策を施す。

平成 28 年度評価
からの変更点

達成目標、達成目標の根拠、測定指標の実績値・目標値、目標値の設定根拠、施策・指標に関する
グラフ・図等、達成手段（事業）の変更を行った。

行政事業レビューとの
連携状況

-

達成目標２
自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大現予防し、事業継続能力の向上
と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リ
スク評価手法の高度化を図る。

達成目標２の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2月）第 4章に基づき達成目標を設定した。

測定指標

① 被害の軽減につな
がる予測手法の確
立

基準 ― ―

進捗状況

26 年度 南海トラフ広域及び日本海側の地震津波調査研究では、詳細な震源域構造、
地下構造を得ることで、長期評価の高精度化、信頼性の向上に寄与する現
実に即した震源断層・波源断層のモデル化、地震・津波のシミュレーショ
ンを実施した。
地域防災における地域特有の自然災害予測研究では、吹雪予測システムや
フェーズドアレイ気象レーダーによる局地的大雨の予測手法を確立した。
海域における地震・津波をリアルタイムで観測するため、南海トラフ地震
の想定震源域に地震・津波観測監視システム（DONET）、東北地方太平洋沖
を中心とする日本海溝沿いに日本海溝海底地震津波観測網（S-net）を、そ
れぞれ整備した。これらの観測データの一部は、気象庁が発表する緊急地
震速報や津波警報等に活用されている。また、DONET の観測データを活用
した津波即時予測システムを開発し、地方公共団体や民間企業等に導入さ
れた。
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、火山噴火切迫性を評価
するための基準となる火山の活動や地下構造の調査を霧島山及び箱根山で
実施した。
防災科学技術研究所が安定的に運用する世界最大規模の稠密かつ高精度な
陸域及び海域の基盤的地震・津波観測網により、新たに得られる海陸統合
データを活用し、地震・津波予測技術を高度化するための研究開発を実施
した。基盤的火山観測網のデータを活用し、火山性微動のリアルタイムモ
ニタリング技術の開発を実施した。
気象観測データを活用し、豪雨・突風等の水災害予測技術や豪雨地帯以外
も対象とした雪氷災害の危険度検知技術に関する研究開発を実施した。
防災機関や研究機関等の防災活動・研究活動に資する観測データの安定供
給を実現するために故障・老朽化した地震・火山観測施設を更新した。
上記の取り組みによって、地震・津波のシミュレーション技術の向上や、
各種自然災害の観測網の強化、高度化に貢献している

27 年度

28 年度

目標 29 年度
自然災害の正体を知り、これを予測する技術の研究開発を推進するととも
に成果の社会還元を進める。

目標の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2 月）第 4 章において、「自然災害を的確に観測・予測
することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続的
発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リス
ク評価手法の高度化を図る」とされており、本計画遂行のためには大規模な地震や津
波、火山噴火等、発生すれば甚大な被害をもたらすリスクの高い災害、及び、地球規
模の気候変動に伴い今後激甚化すると予想される風水害、土砂災害、雪氷災害等に対
応し、被害の軽減に向けた予測手法の確立や基盤的観測体制の整備に資する研究開発
に取り組む必要があるため。
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測定指標

②建築物・インフラの
耐災害性の向上

基準 ― ―

進捗状況

26 年度
地域防災対策支援に関する研究では、特定の埋立地における新たな液状化
抑止対策工法の開発において、一定の成果を得た。
都市機能の維持・回復のための調査・研究では、長周期地震動に対する超
高層建築物の損傷評価を実施し、鉄骨造構想建物の崩壊余裕度の定量化と
して一定の成果を得た。
E-ディフェンスを活用した震動実験を関係機関と共同で実施し、地震減災
技術の高度化と社会基盤の強靭化に資する研究開発を実施した。また、E-
ディフェンスの効果的・効率的な運用を行うとともに、その安全・確実な
運用のために、施設・設備・装置等の保守、点検及び整備を実施した。
上記の取り組みによって、建築物の耐災害性を向上させ、国土の強靭化に
貢献している。

27 年度

28 年度

目標 29 年度
自然災害に負けない建築物・インフラを構築する技術の研究開発を推進す
るとともに成果の社会還元を進める。

目標の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2 月）第 4 章において、「自然災害を的確に観測・予測
することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続的
発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リス
ク評価手法の高度化を図る」とされており、本計画遂行のためには近年の自然災害を
反映した巨大地震や連続地震等の新たな想定と既存建築物・インフラの老朽化に対応
し、発災時の被害を最小限に抑えるとともにその後の回復を迅速に行うため、高耐震
化技術を含む新しい技術・手法を含む災害に負けない建築物・住宅・インフラの構築・
維持管理に資する研究開発に取り組む必要があるため。

測定指標

③自然災害の不確実性
と社会の多様性を踏
まえたリスク評価手
法の確立

基準 ― ―

進捗状況

26 年度
地域防災対策支援に関する研究では、特定地域においてボーリングのデー
タベース等を活用して表層地盤モデルの高精度化を行い、より現実に即し
た地震挙動の把握に対して知見を得た。
南海トラフ広域や日本海沿岸において、シミュレーションの結果を地方自
治体等に提供し、津波浸水想定や事前復興計画策定に活用。
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、桜島において、火山灰
の拡散予測を高速度化するために、噴火発生時の地盤変動データを解析す
ることで、地盤変動量と火山灰放出量を求める経験式が得られた。これに
より、暫定的に噴火直後に火山灰拡散予測が可能になった。
防災科学研究所では地震や津波をはじめとした各種自然災害のハザード・
リスク評価に関する研究開発を実施した。
上記の取り組みによって、シミュレーションを用いた防災対策や災害リス
ク評価手法の高度化に貢献している。

27 年度

28 年度

目標 29 年度
不確実かつ多様な災害リスクの評価と、それに対応する技術の研究開発を
推進するとともに成果の社会還元を進める。

目標の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2 月）第 4 章において、「自然災害を的確に観測・予測
することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続的
発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リス
ク評価手法の高度化を図る」とされており、本計画遂行のためには自然災害の不確実
性と社会の多様性を踏まえたリスクの評価方法を構築し、その知見を取り入れた多様
な主体の広域連携型防災対応や行動誘発につながる防災リテラシー向上のための教
育・啓発手法、これらの効果を測定する手法等の研究開発に取り組む必要があるため。

施策・指標に関するグラフ・図等
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【代表成果例】
① 被害の軽減につながる予測手法の確立
○日本海地震・津波プロジェクト

② 建築物・インフラの耐災害性の向上
○都市の脆弱性が引き起こす激甚災害軽減化プロジェクト

③ 自然災害の不確実性と社会の多様性を踏まえたリスク評価手法の確立
○南海トラフ広域地死因防災研究プロジェクト

達成手段
（事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
AP との関係

平成 29 年度行政事
業レビュー事業番号

次世代火山研究・人材育成総合
プロジェクト

（平成２８年度）

650
（670）

－ 0258



施策目標９－４－６

地震防災研究戦略プロジェクト
（平成２３年度）

【再掲】

731
（1,180）

－ 0254

海底地震・津波観測網の運用
【再掲】

（平成 18 年）

1,061
（1,061）

－ 0240

データプラットフォーム拠点形
成事業(防災分野)

～首都圏を中心としたレジリエ
ンス総合力向上プロジェクト～

【再掲】
（平成 29 年）

397
(-)

－ 新 29-0023

国立研究開発法人防災科学技術研究所
運営費交付金に必要な経費

（平成１３年度）
【再掲】

7,100
（7,021）

－ 0256

国立研究開発法人防災科学技術研究所
施設整備に必要な経費
（平成１３年度）

【再掲】

0
（3,311）

－ 0257

達成手段
（独立行政法人の事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
事業の概要

国立研究研究開発法人
防災科学技術研究所

防災科学技術に関する諸事業
（平成１３年度）

【再掲】

7,100
（7,021）

地震・火山・気象・土砂・雪氷災害等による被害の軽減に資す
る研究開発、災害に強い社会の形成に役立つ研究開発及び分
野横断的な研究開発を推進する。さらに、国や地方公共団体等
が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニー
ズに柔軟に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果
を創出する。

国立研究研究開発法人
防災科学技術研究所

防災科学技術に関する施設整備
（平成１３年度）

【再掲】

0
（3,311）

地震観測網の維持・更新、火山観測網の整備、ゲリラ豪雨等の
早期予測のための次世代観測・予測システムの整備、雪崩・吹
雪等の予測の高度化のための降雪観測機器等の整備を行うと
ともに、実物大の構造物に実際の地震と同様の揺れを加える
実験を行う「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェン
ス）」について、ガスエンジンの老朽化対策を施す。

平成 28 年度評価
からの変更点

達成目標、達成目標の根拠、測定指標、測定指標の進捗状況・目標、目標の設定根拠、施策・指標
に関するグラフ・図等、達成手段（事業）の変更を行った。

行政事業レビューとの
連携状況

6/23 に実施された公開プロセスの議論をふまえ、定性的な成果例を充実させた。

達成目標３
自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展
を保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る。

達成目標３の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2月）第 4章に基づき達成目標を設定した。

測定指標

① 発災後の早期の被
害把握

基準 ― ―

進捗状況

26 年度
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、2016 年 10 月 8 日に発
生した阿蘇山の噴火後に無人機（ドローン）を運航して撮影した空域から
の可視画像をもとに、降灰分布状況確認、火口近傍施設への被害影響の把
握を実施した。
防災科学技術研究所が安定的に運用する世界最大規模の稠密かつ高精度な
陸域及び海域の基盤的地震・津波観測網により新たに得られる海陸統合デ
ータを活用し、災害予測技術に係る研究開発を実施した。基盤的火山観測
網のデータを活用し、火山性微動のリアルタイムモニタリング技術の開発
を実施した。気象観測データを活用し、豪雨・突風等の水災害予測技術や

27 年度

28 年度



施策目標９－４－７

豪雨地帯以外も対象とした雪氷災害の危険度検知技術に関する研究開発を
実施した。
上記の取り組みにより、災害情報をいち早く得ることができ、災害発生後
の被害拡大防止に貢献している。

目標 29 年度
複合・誘発災害等を考慮した発災後早期の被害推定及び状況把握・予測技
術の研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進める。

目標の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2 月）第 4 章において、「自然災害発災後の被害の拡大
防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を保つためには、
「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る」と
されており、本計画遂行のためには発災後早期に、二次災害や複合・誘発災害の発生
を予測するとともに、時々刻々と変化する状況を多面的に把握し、被害を最小限に抑
え、迅速な復旧に資するため、リモートセンシングや IoT 等を用いたモニタリング及
びデータ同化・予測の手法の確立や高度化に資する研究開発に取り組む必要があるた
め。

測定指標

②迅速な早期の復旧

基準 ― ―

進捗状況

26 年度 都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化に関する研究開発では、建物
の損傷度合をセンサにより即時評価する健全度モニタリングシステムの開
発により、地震直後に建物損傷の程度や被災箇所の特定が可能となるため、
速やかな回復、復旧の道筋をつけることができることから、回復力向上へ
貢献した。
上記の取り組みより、倒壊の危険性のある建物を識別することが可能とな
り、早期の復旧に貢献している。

27 年度

28 年度

目標 29 年度
災害情報をリアルタイムで推定・予測・収集・共有し、被害最小化や早期
復旧につなげる技術の研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進め
る。

目標の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2 月）第 4 章において、「自然災害発災後の被害の拡大
防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を保つためには、
「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る」と
されており、本計画遂行のためには発災時に対応可能な有限のリソースで被害の最小
化を図り、早期の復旧を実現するために、リアルタイム被害推定・予測、構造物の即
時被害判定、被害状況や対応可能なリソース等の情報共有、対応状況や復旧・復興状
況の把握・分析、防災業務手順の標準化・適正化、防災力向上等に資する研究開発に
取り組む必要があるため。

測定指標

③防災業務手順の標準
化・適正化

基準 ― ―

進捗状況

26 年度

防災科学技術研究所は各自然災害に対して、過去に発生した災害情報、防
災研究情報の共有化、地域へのアウトリーチ活動を実施し、防災力向上の
ための調査、研究を実施した。また、リスクコミュニケーション手法やリ
スクマネジメント手法の実践事例を収集し、より高度な手法開発を実施し
た。
都市災害における災害対応能力の向上方策に関する調査・研究では、被災
者の生活再建支援システム及び研修システムを作成し、実際の災害現場で
の実践的な検証により、社会実装への標準化、適正化に向けた課題抽出を
実施した。
地域防災対策支援に関する研究では、地域の防災にかかる研究成果・課題・
ニーズのデータベースを構築し、防災業務時の課題、ニーズの把握に有用
な Web サイトプロトタイプを構築した。被災経験地域等を対象に事例を収
集し、課題の抽出や平時に必要な対応手順等を解析するなど、各種災害に
対する効果的な災害対策及び復旧復興のプロセスを解明し、事前対策の実
施状況からその評価を実施可能な手法の開発を実施した。

上記の取り組みにより、地域の防災力の向上に貢献し、成果を社会に還元
している。

27 年度

28 年度



施策目標９－４－８

目標 29 年度
発災直後の応急対応から被災者の生活再建支援等を含む復旧・復興対策に
必要な研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進める。

目標の
設定根拠

「研究開発計画」（平成 29 年 2 月）第 4 章において、「自然災害発災後の被害の拡大
防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を保つためには、
「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る」と
されており、本計画遂行のためには発災直後のフェーズだけでなく、更に数年以上が
必要とされる復旧・復興のフェーズにおいて生じる膨大な災害対応について、広域応
援体制の確立やトリアージ等も含め、業務を支援する技術の構築に資する研究開発に
取り組む必要があるため。

施策・指標に関するグラフ・図等

【代表的成果】
① 発災後の早期の被害把握
○防災科学研究所



施策目標９－４－９

③防災業務手順の標準化・適正化
○地域防災対策支援研究プロジェクト

達成手段
（事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
AP との関係

平成 29 年度行政事
業レビュー事業番号

次世代火山研究・人材育成総合
プロジェクト

（平成２８年度）
【再掲】

650
（670）

－ 0258

地震防災研究戦略プロジェクト
（平成２３年度）

【再掲】

731
（1,180）

－ 0254

海底地震・津波観測網の運用
【再掲】

（平成 18 年）

1,061
（1,061）

－ 0240

データプラットフォーム拠点形
成事業(防災分野)

～首都圏を中心としたレジリエ
ンス総合力向上プロジェクト～

【再掲】
（平成 29 年度）

397
(-)

－ 新 29-0023

国立研究開発法人防災科学技術
研究所運営費交付金に必要な経

費
（平成１３年度）

【再掲】

7,100
（7,021）

－ 0256

国立研究開発法人防災科学技術
研究所施設整備に必要な経費

（平成１３年度）
【再掲】

0
（3,311）

－ 0257

達成手段
（独立行政法人の事業）

名 称
（開始年度）

平成 29 年度当初予算額
(平成 28 年度予算額)

【百万円】
事業の概要

国立研究研究開発法人
防災科学技術研究所

防災科学技術に関する諸事業
（平成１３年度）

【再掲】

7,100
（7,021）

地震・火山・気象・土砂・雪氷災害等による被害の軽減に資す
る研究開発、災害に強い社会の形成に役立つ研究開発及び分
野横断的な研究開発を推進する。さらに、国や地方公共団体等
が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニー
ズに柔軟に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果
を創出する。

国立研究研究開発法人
防災科学技術研究所

防災科学技術に関する施設整備
（平成１３年度）

0
（3,311）

地震観測網の維持・更新、火山観測網の整備、ゲリラ豪雨等の
早期予測のための次世代観測・予測システムの整備、雪崩・吹
雪等の予測の高度化のための降雪観測機器等の整備を行うと
ともに、実物大の構造物に実際の地震と同様の揺れを加える



施策目標９－４－１０

【再掲】 実験を行う「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェン
ス）」について、ガスエンジンの老朽化対策を施す。

平成 28 年度評価
からの変更点

達成目標、達成目標の根拠、測定指標、測定指標の進捗状況・目標、目標の設定根拠、施策・指標
に関するグラフ・図等、達成手段（事業）の変更を行った。

行政事業レビューとの
連携状況

6/23 に実施された公開プロセスの議論をふまえ、定性的な成果例を充実させた。

施策の予算額・執行額
（※政策評価調書に記載する予算額）

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度要求額

予算の状況
【千円】

上段：単独施策に係る
予算

下段：複数施策に係る
予算

当初予算

9,912,860
ほか復興庁一括

計上分 0

9,505,850
ほか復興庁一括

計上分 0

11,419,600
ほか復興庁一括

計上分 0

<35,362,728>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

補正予算

0
ほか復興庁一括

計上分 0

<0>
ほか復興庁一括

計上分<0>

繰越し等

合 計

執行額
【千円】

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

名 称 年月日 関係部分

第百九十三回国会におけ
る安倍内閣総理大臣施政

方針演説
平成 29 年 1月 20 日

四 安全・安心の国創り
（国土の強靱（じん）化）
治水対策の他、水害や土砂災害への備え、最先端技術を活用した老

朽インフラの維持管理など、事前防災・減災対策に徹底して取り組
み、国土強靱（じん）化を進めます。

第百九十回国会 衆議院
災害対策特別委員会にお
ける河野内閣府特命担当
大臣（防災）所信表明

平成 28 年 3月 10 日
一昨年九月に発生した御嶽山噴火を受けて、「火山防災対策推進ワーキ
ンググループ」での検討を行い、昨年七月には活動火山対策特別措置法
の一部を改正する法律を成立させていただきました。

第百九十三回国会 衆議
院災害対策特別委員会に
おける松本純国務大臣所

信表明

平成 29 年 2月 24 日

我が国は、その自然的条件から、各種の災害が発生しやすい特性を有し
ております。こうした我が国の特性を踏まえ、防災は国家の基本的かつ
極めて重要な任務であるとの認識に立ち、災害に強くしなやかな国づく
りを進めてまいる所存です。

経済財政運営と改革の基
本方針 2017

平成 29 年 6月 9日
閣議決定

５．安全で安心な暮らしと経済社会の基盤確保
（５）国土強靱化・防災、成長力を強化する公的投資への重点化
① 国土強靱化
②防災・減災

日本再興戦略 2016－第 4
次産業革命に向けて－

平成 29 年 2月 10 日
閣議決定

二．重点施策の内容、実施期限及び担当大臣
１．「新たな有望成長市場の創出、ローカルアベノミクスの深化等」関
連
（１）第４次産業革命の実現



施策目標９－４－１１

科学技術イノベーション
総合戦略 2017

平成 29 年 6月 2日
閣議決定

第３章 経済・社会的課題への対応
（２）国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現
② 自然災害に対する強靱な社会の実現

科学技術基本計画
平成 28 年 1月 22 日

閣議決定

第３章 経済・社会的課題への対応
（２）国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現
①自然災害への対応

活動火山対策の総合的な
推進に関する基本的な指

針

平成 28 年 2月 22 日
内閣総理大臣策定

３．火山災害警戒地域における警戒避難体制の整備
（１）火山防災協議会について
５．その他活動火山対策の推進に関し必要な事項

主管課（課長名） 研究開発局 地震・防災研究課 （竹内 英）

関係課（課長名） －

評価実施予定時期 平成３４年度
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